
た。これが記述疫学のᇶ本である。࢚ビࢹンスレ

ベルからすると、RCT(無సⅭ๭り௜け௓入研究)

や分ᯒ疫学（コ࣍ート研究・⑕例対↷研究）に比

べてపいかもしれないが、これらをᢤきにしては

進めない。 

 

 

㸲．公衆衛生と疫学 

都道府県や国では、がんに関するᵝ々な⤫計ࢹ

ータからᚓられる⤖ᯝを᰿ᣐにがん対策を立て、

評価する。がん登録は⢭度の問題からなかなか実

ែを把握できず、いくつかのඛ進的な地域のࢹー

タをもって日本の推計್としてきたが、現在は法

ᚊのもとようやく実 ್を把握できるに⮳った。

これからは㉁の㧗いࢹータを⵳✚するとともに、

さらに対策に生かし、人々に㑏ඖできることを期

待して本学会のテーマを「がん登録からがん対策

への期待」とした。 

学会ࣉロࣛࢢムもࢩンࢪ࣏ウム・ᇶㄪ講演をጞ

めとして、研修会やセッࣙࢩンについてもテーマ

にἢって௻画し、がん登録にᚲ要な情報から研究

฼用までをᖜᗈく⥙⨶した。新型コロナウイルス

感染拡大による異例の開催方法にもかかわらず、

本学会には多くの演題（研究発⾲やάື報告）が

寄ࡏられた。これを機にᑡしでも多くのがん登録

やがん対策にかかわる人が増えて、⥅⥆的にᖜᗈ

くά用がなされることを心から期待する。 

 、ータά用としてはࢹ

（１）．疾病対策のᇶ♏となるࢹータ（罹患⋡・生

Ꮡ⋡）の分ᯒとして人・場所・時間の解ᯒ。 

（２）．疾病対策・医療計画へのά用として、がん

対策推進計画への貢献。 

（３）．ᕷ⏫ᮧが行うがん検診の⢭度⟶理として

感度・特異度・㝧ᛶ཯応的中度などを検診ࢹータ

と✺合して評価するなどがあげられる。 

日本はಖ健・医療が発㐩し、世界的に長ᑑを㄂

るඛ進国である。ᙜたり前のようにᚓられている

がん⤫計であるが、これらをᨭえる情報をできる

だけ正しく収集し、整理して、対策にά用する。

対策も疫学にᇶ࡙いた実ຠᛶのある医療やಖ健

άືを行い、正しく評価する。これらのᅵྎをᨭ

える仕事を、一人ではなく大勢の関係者とともに

発ᒎ・⥔ᣢさࡏていきたいと願う。 

最ᚋに、科学的であるとともに、ఫẸや患者に

わかりやすく正しく伝えていくことも重要であ

り、ࢹータは「すべての人のため」ということを

心に␃めたい。 
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全国がん登録情報利用が始まって 1年 

－現状と課題－ 

「滋賀県の全国がん登録情報利用と 

安全管理」 

 

柳 香里１） 米澤 寿裕１） 野坂 明子２） 

 
１）滋賀県立総合病院 医療情報室 ２）滋賀県健康

医療福祉部 健康寿命推進課 

 

 

【はじめに】 

全国がん登録情報利用が始まって 1年経過した。

全国がん登録に係る滋賀県がん情報提供事務処理、

安全管理などについてご報告する。 

 

【滋賀県の全国がん登録情報利用実績】 

 2019年 1月から 2019年 12月までの滋賀県がん

登録情報利用はがん登録等の推進に関する法律

「法第 18条（都道府県）」1件、「法第 19条（市

町村）」0件、「法第 20条（病院等）」8件、「法第

21条（調査研究者等）」1件の利用実績があった。 

 

 
 

がん登録等推進に関する法律、法第 18 条は都

道府県知事による利用であり、目的は全国がん登

録報告書（滋賀県はリーフレット）作成のための

申請、そして法 20条は病院等の利用で、滋賀県が

ん診療連携拠点病院・支援病院からの申請で、が

ん診療連携拠点病院等院内がん登録予後情報付集

計に参加している病院である。総件数約 10,200件

の予後調査依頼であった。法第 21 条はがんに係

る調査研究者による利用であり、コホート研究に

よる申請であった。 

 

 

【利用・提供の手続き】 

 滋賀県では情報提供依頼申出者に対する、申請

をとりまとめ、調整機能等の役割を果たす窓口組

織は滋賀県健康医療福祉部がん対策主管課に置く。 

 全国がん登録情報提供初年度であり、事前相談

をすべての提供依頼申出者に対して行った。 

 

 

 

また、④窓口組織による形式点検は様式５－１

提供の申出に係る形式点検書関係を用いて、窓口

組織と都道府県がん登録室実務担当とで形式点検

を行っている。不備等があれば提供依頼申出者に

修正依頼をし、再度提出してもらっている。 

法 18条都道府県知事の利用と法 21条がんに係

る調査研究者による利用は⑤がん登録専門部会で

の審査がある。審査は原則年 2回開催予定である。 

がん登録専門部会はがん、がん医療等又はがん

の予防に関する学識経験のある者及び個人情報の

保護に関する学識のある者、滋賀県がん患者団体

連絡協議会の者で構成されている。 
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【滋賀県の安全管理】 

 全国がん登録にࡅ࠾る個人情報保護のための安

全管理ᥐ置ࣝ࢔ࣗࢽ࣐をඖに「滋賀県全国がん登

録室ᴗ務手㡰」を作成している。 

 年 1回、「滋賀県全国がん登録室ᴗ務手㡰」にᚑ

い、登録室⫋ဨ研修を開催している。個人情報に

関するつ⛬ࡸ、がん登録推進法に定められている

⛎ᐦ保ᣢ⩏務等の安全管理ᥐ置ᩍ⫱を行っている。

ཌ⏕ປാ┬の「医療・௓護関係事ᴗ者にࡅ࠾る個

人情報の㐺ษなྲྀᢅいのためのࣥ࢖ࣛࢻ࢖࢞」を

㑂Ᏺしている。 

 

 

 

㓄㏦≀をཷྲྀࡅったまたは、㏦付するとき作ᴗ

担当者は、㏦㓄≀の☜ㄆを行い、「㒑౽≀等ཷΏ⡙」

に年月᪥、፹体の✀㢮、件数、内ᐜ≀ᴫせ、Ⓨ行

ඖ・ඛ（ᡤᒓ・Ặྡ）、ཷ㡿・㏦付者をグ㍕する。 

 

⧄㏦に関してはᖖに個人情報の₃ὤに⛣ࢱーࢹ 

がるため、㓄㏦は㏣㊧ࢧーࢫࣅ付の㓄㏦にし、㟁

子フࣝ࢖࢓にはᙉᅛなᬯྕ໬᪉法を᥇用している。 

 

 

 

 

 

 

【まとめ】 

 全国がん登録情報提供初年度であったが、኱き

なၥ㢟もなく㡰調に情報提供を行ࡇ࠺とができた。 

 全国がん登録情報利用は、がん診療連携拠点病

院等院内がん登録予後情報付集計ࢹーࢱを提出し

ている病院のࡔࡳった。また研究利用目的の利用

は 1件ࡔったが௒後ቑ࠼るࡇとも予᝿される。 

 窓口組織担当者とᖖに情報ඹ᭷し௒後も࣒ࢫー

 。な情報提供を目ᣦすࢬ
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